






























































































































































の、上で触れたデュー・プロセスをめぐる三 例 根底にあった憲法上 少年は成人と同じである」という大前提には立たず、 「少年は成人と異なる」という基本的スタンスを強調す 点で、アメリカ 年司法をめぐる判例の流












xcessive bail shall not be required, nor excessive fines im







のもとで行われる拷問を含む野蛮な刑罰を本質的 禁じ のであり、こ 規定の下では、国家は、最も重大なる罪を犯した者であったとしても、その者の人間としての特質については尊重しなければならない、と解釈されている。　
また、この「残酷で異常な刑罰」に該当するかどうか 判断につき、裁判所は被告人の犯 た罪又は有責性の程
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絶対的終身刑を科すことを定めている等の状況からすれば、この問題 つき国民的合意が形成されているとは言えないものの、量 実務上、実際 刑が科せられているのは一一州で一二三名
（内七七名はフロリダ州）
に過ぎず、

















が、この刑罰は、本来「保護主義」を基本 る少年司法制度とは全く相容れないものであることは言うまでもない。しかし一九七〇年代からのいわゆ 厳罰化政策 流れの中で、絶対的終身刑は 死 制度の存続 併せ司法の中に広く採り入れられていったのであった。さらに各州は 一九 〇年代から九〇 代にかけ 、仮釈放の可能性のある終身刑に関しても、仮釈放の要件の 格 や廃止と った動きを強めていく。そして二〇〇五年までに、絶対的終身刑はほぼ全ての州で採用されるに至った。また 法制度的上は少年 対する絶対的終身刑を科さない州であっても、極端 長期 懲役刑を科すことで、事実上、終身刑を科すのと同様 状態と っている州 あ






































ウスに行き、三人でマリファナを吸いさらに酒の飲み比べ競争をした。間もなく男性が酔いつぶれ め、ミラーは彼の財布を盗み入っていた約三〇〇ドルを友人と山分けにし、財布を男性 ポケットに戻そうとした時に男性が目を覚ましミラーの喉を掴んだ め、ミラーは近く あった野球のバットでその男性を執拗 たたき続け 。さらに男性の頭にシーツ かぶせ、 「私は神だ。あんたを殺すことができる。 」と言ってさらに殴打し 。　
その後、ミラーと友人はミラーのトレイラーハウスに逃げ込んだものの、自分達がやったという証拠を隠滅すべ






轄に移送するように求め、少年裁判所は審理 後それを認めた。検察側 ミラーを放火 過程 おける謀殺で成















































ず本両事件について事実関係及び連邦最高裁 至るま の訴訟経緯を確認した上で、修正第八条の「残酷で異常な刑罰の禁止」とは、個人に対して、過剰 制裁を受け こと ない権利 保障するものであり、過去 判決 述べ
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てきたように、その権利は、 「犯罪に対する刑罰は、当該犯罪者及び当該犯罪行為の両方に比例し均衡のとれたものであるべきである」との基本的な法格言に由来するということを再確認し、改めて、連邦最高裁がグラハム判決で述べた、 「均衡という概念が、修正第八条の中核を成すものである」との見解を引用しつつ、加えて、この均衡という概念を「品性という発展しつつある基準」 下に考慮 るとした。判決はその上で、この判決
（ミラー判決）












被告に 違憲である し 先述のアトキンス判決を挙げ さらに、これらに分類さ る判例の中でも、特に少年を対象とし「少年と成人との相異」を強調 ローパー判決とグラハム判決を引き合いに出す。　






























































死刑判決とがいくつかの特徴を共有すること」を指摘し、加えて終身刑受刑者は、ほとんど必然的に「成人の犯罪者よりも多くの年月を、そして自分の人生の大半を刑務所で費やす」ことになり、 「少年にとってとりわけ過酷な刑罰である」と述べたこと 引用 、少年に対 絶対的終身刑の過酷さは、むしろ成人以上であることを強調する。　
そしてこのように終身刑を死刑と類似したもの して扱うグラハム判決の思考は、上で述べた死刑を科す際には








































はない」としたハーメリン判決に反すると主張したが 本判決 「ハーメリン 決は、死刑と死刑以外の全ての刑罰の間の質的相異を考慮して、個々人の事情 踏まえた量刑手続を採るこ を、死刑事案以外の手続に拡大して採用することを否定 ものであること」については確認するもの 、 かし そもそもハーメリン判決は、少年を対象と ものではなく、犯罪少年への適用を るものでもなかったとし、さらに 当該判決 降、当裁判所は多くの機会において、成人について適用される量刑規範が少年についても同様に認め れる の ないとの判決を下してきたとした上 以下の様に加えた。
　「 （ハーメリン判決が認識していたように） 『死刑は特別』 （
death is different ）であるが、少年もまた特別（
children 
are different too ）なのである。むしろ、少年に対する何らかの例外の手続を設けないのであれば、それは奇妙な法規
範である。その意味で、社会における最も過酷な刑罰に関わる法が、そのような区別を設けることは、全く驚くべきこ
















































り、それに基づき、現在、二五〇〇名近くが当該刑に服しており、これをもってこの 刑を「まれ」であ とは言えず、この現状を踏まえれば 当該科刑を修正第八条に反するものとすべき はない。また、我々 判例はこの結
















































われたのである。私は、今日、これらの 々 彼ら 愛した者への思い出と、そして全 のアイオアの人々 安全を守るため、このよ な措置を講ずる。 」 、 「司法はバランスであり 今回 減刑は、司法が凶悪な犯罪者を罰することと市民の安全へ 配慮とのバランスの基に こ を確かなもの する。…第一級謀殺は故意かつ計画的な犯




























































て、この例外が本件 も該当するかどうか 判断が、今 解釈の行方に大きな影響を与え ものと考 られ 。　
そしてこの遡及適用の問題は、既に確定した絶対的終身刑をも覆す可能性を含んでおり、今後の判決の流れに
よっては、重大犯罪少年に対する司法制度の根幹を揺る す問題ともなろう。









































もっともここで忘れてならないのは、本稿で紹介した一連 判決 やはり、 「死刑」 、 「絶対的終身刑 いっ
たいわば極端に「特別な刑罰」を に科すことの合憲性について争われたものであるという点 あり、よって本判決は、少年司法制度自体 すぐさま「保護主義」 もとへと引き戻す大き 転換点として理解 よりも むろ一九七〇年代以降推し進められてきた過度な厳罰化に対する一つの警鐘 して 意義 あるものと て捉えるこ
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という点に改めて言
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Ibid, at 2019 ―2020.
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Ibid, at 306 ―307.
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Ibid, at 2465 ―2466.
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Ibid, at 2471 ―2473.
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Ibid, at 2474 ―2475.
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Ibid, at 2477 ―2480.
（
60）　
Ibid, at 2680 ―2681.
（
61）　
Ibid, at 2481 ―2482. 反対意見は、この点を突き詰めれば、そもそも移送制度自体が認められないことにつながるとの懸念を示
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